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1. はじめに 
大学をはじめとする教育機関は，膨大な量の情報を保持

しており，その有効的な二次利用の重要性が認識されてき

ている[1]．大学が所有する情報は，大学の内部に関わる情
報をはじめとして，附属図書館等の図書情報，所有する物

品の管理情報，所属する大学スタッフの論文数，そして所

属する学生の情報等多岐にわたる．本論文では，とりわけ

学生の情報にターゲットを絞り議論する．学生の情報は，

大学の保持する情報の中でも最も更新頻度が高く，学生が

単位を取得するたびに更新する．また，学生は終身大学に

所属するのではなく，毎年新しい学生が入学する一方，単

位を取得した学生は卒業するため，大学は毎年累積した学

生の数の情報を獲得することになる．しかし，これらの学

生情報が再活用される場合は少なく，保管にとどまってい

る場合が多い．これらの情報を統合し，二次利用する事に

より，所属する学生の意思決定支援に効果を示す事が可能

となると考えられる．そこで本論文では，学生情報である

講義受講履歴情報，および就職先情報に焦点をあて，大学

に在籍していた学生の履修パターンと就職先の関連性を分

析し，そこから法則性としての知識を発見する推論手法を

提案する． 
2. キャリアサービス 
キャリアという言葉は広く用いられ，キャリア教育とい

っても企業と大学が持っている観点は異なる[2]．一般的に
企業等で言われているキャリア教育は，技術的部分に焦点

を置いているが，大学等では職業観の構築に焦点が置かれ

ている[3][4]．自分自身が希望する職種に対する職業観の
構築は非常に重要なことである．なぜならば，職業観の食

い違いがある場合，就職しても長続きせずに退職してしま

うため，高い離職率に繋がる．離職率の高さは近年 753 問
題とされ，離職率を減少させることが重要とされている[5]．
また，離職率の高さは，実際に働き始めた場合の理想との

ギャップの大きさや知識不足，技術不足等が原因になって

いるため，これらを解消する必要がある．これらの原因を

解消するために，キャリアサービスセンターや就職支援セ

ンターなどと呼ばれる部署が，大学において就職支援を行

っている． 
現在行われている就職支援活動は，精神的な部分に焦点

をあてているため，技術や知識に関しての活動は行ってい

ない．そのため，技術や知識に関しては，学生自身が企業

や専門に詳しい教員に尋ねることになる．しかし，学生個

人の調査では限界があり，適切な種類の知識や技術が身に

付かない場合がある．就職支援活動の一環として技術や知

識に関してもサポートし，適切な種類の知識や技術を身に

つける手助けをする必要がある． 

著者らの調査により，次の２つの支援のニーズが高いこ

とが明らかとなった．１つ目は，希望職種が決定している

学生を対象にした知識獲得・技術向上支援である．支援の

方法としては，過去に在学していた学生の受講履歴と就職

情報を利用し，職種に必要な講義を推察し，その講義を学

生に推薦することが挙げられる．このことにより，知識を

深め，技術を身につける機会を作ることができる．また，

希望している職種に関係がある講義を受講することで，そ

の職種に関する理解を深めることもできる．２つ目は，希

望職種が決定していない学生を対象にした意思決定支援で

ある．学生の受講履歴と，各職種と関連性がある講義を比

べることで，どのような職種が学生の関心領域に含まれる

かを知ることができる．このことは，学生の職種決定支援

に役立てることができる． 
3. 関連性分析手法 
3.1 定義 
・ 過去に在籍していた学生を

€ 

S = {s1,...,si ,...,sn}と定義す
る．

€ 

siは

€ 

i番目の学生を示している． 
・ 講義を

€ 

A = {a1,...,a j ,...,am}と定義する．

€ 

a jは

€ 

j番目
の講義を示している． 

・ 就職先の職種を

€ 

W = {w1,...,wh ,...,wl}と定義する．

€ 

wh
は

€ 

h番目の職種を示している．また，職種

€ 

whに就職し

た学生の人数を

€ 

WNhと定義する． 
・ 学生ごとに各講義を受講したかどうかの判定を行う．

€ 

si
j = 1ならば学生

€ 

siが講義

€ 

a jを履修したことを表し，

€ 

si
j = 0ならば学生

€ 

siが講義

€ 

a jを履修しなかったことを

表す． 
・ 過去に講義

€ 

a jを受講したことがある学生の人数を

€ 

Tall
j

と定義する．このとき，

€ 

Tall
j = si

j
i=1
n∑ となる． 

・ 職種

€ 

whに就職し，過去に講義

€ 

a jを受講したことがある

学生の人数を

€ 

Th
j
と定義する．このとき，

€ 

Tall
j = Th

j
h=1
l∑

となる． 
これらの定義を利用し，職種毎に，各講義がその職種と

関連性があるか分析する．関連性があるということは，そ

の講義は職種にとって重要であることを表すため，関連性

があるほど重要度が高いと言い，関連性がないほど重要度

が低いと言うことにする．また，

€ 

Gh
j
は，講義

€ 

a jが職種

€ 

whに対し，どの程度重要であるかを表している． 
3.2 分析手順 
本節では，卒業生が就職した職種と受講した講義の関連

性を分析する具体的な手順を述べる． 
(1) 講義

€ 

a jを受講した総合人数

€ 

Tall
j
を調査する． 

(2) 職種

€ 

whに就職している，かつ講義

€ 

a jを受講していた

学生の人数

€ 

Th
j
を調査する． 

(3) 職種ごとに講義の重要度を計算する．職種

€ 

whに就職す

るために講義

€ 

a jがどの程度重要か，以下の式を用いて

計算する． 

€ 

Gh
j = (Th

j /WNh ) /(Tall
j /n)・・・・・・・・(1) 
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(4) 重要度

€ 

Gh
j
の高い講義ほど就職先との関連性がある講義

とする． 
式(1)は，実際に就職先と講義に関連性があるかを調査す

るために用いる．式(1)の右辺における分母

€ 

Tall
j /nは，過

去に在籍していた学生

€ 

n人のうち，どのくらいの割合の学
生が講義

€ 

a jを受講していたかを表す．また，右辺におけ

る分子

€ 

Th
j /WNhは，職種

€ 

whに就職した学生のうち，どの

くらいの割合の学生が講義

€ 

a jを受講していたかを表す．

つまり，式(1)の右辺

€ 

(Th
j /WNh ) /(Tall

j /n)は，職種におけ
る受講割合と全体における受講割合の比を示している．

€ 

Gh
j
を求める際に，

€ 

Th
j /WNh <Tall

j /nとなり，式(1)の右辺
が

€ 

(Th
j /WNh ) /(Tall

j /n) < 1となった場合，全体の受講割合
の方が高いため，講義

€ 

a jを先生の人気や単位の取りやす

さなどの職種と関係ない理由で受講した可能性がある．逆

に

€ 

Th
j /WNh >Tall

j /n と な り ， 式 (1) の 右 辺 が

€ 

(Th
j /WNh ) /(Tall

j /n) > 1となった場合，職種における受講
割合の方が高いため，講義

€ 

a jを職種に関係ある理由で受

講した可能性がある．簡単な例を用いて説明すると，職種

€ 

whに過去 1000 人中 100 人就職し，そのうち 80 人が講義

€ 

a jを受講していたとする．職種を中心に見た場合，就職

した学生の 8 割が講義

€ 

a jを受講しているため，講義

€ 

a jは

職種

€ 

whと関連性があるように見える．しかし，過去 1000
人中 900 人が講義

€ 

a jを受講しているのならば，講義

€ 

a jは

職種

€ 

whに関連性がある講義ではなく，先生の人気や単位

取得のしやすさで多くの学生が受講している講義であると

分析することができる．このように，式(1)を用いることで
先生の人気や単位取得のしやすさで多くの学生が受講して

いる講義を発見することができる． 
講義が新設された場合に本手法を用いると

€ 

Th
j <<WNh，

€ 

Th
j =Tall

j
のように，全体の受講人数が少なく，職種

€ 

whに

就職した人の中でも受講人数が少ない状況が発生し，

€ 

Gh
j

が極めて高くなることがある．

€ 

Th
j <<WNhかつ

€ 

Th
j =Tall

j

となった場合，受講した学生全員が職種

€ 

whに就職してい

るため，関係があると言えるが，母数が少ないため信頼性

は低い．しかし，10 年間開講していて少し職種と関連性
がある講義と３年間開講していてとても関連性がある講義

を比較した際に，10 年開講していた講義よりも３年開講
していた講義が関係あると計算された方が学生にとって有

益である．そこで，実際の講義推薦／職業調査をシステム

では，講義が設立されてから何年目かを表記している． 
式(1)を用いただけでは，分析するにあたって，学生情報

が増え，分母

€ 

Tall
j /nが大きくなるにつれ，

€ 

Gh
j
の値が小さ

くなり，比較が難しくなるという問題が発生する．対処法

として，重要度

€ 

Gh
j
がどのような値をとったとしても，最

も関連性がある講義の重要度を 10，最も関連性がない講
義の重要度を 0 と表記するような正規化を行う．このとき，
最も関連性がある講義の重要度を 100，1000 と変化させ
ることでより精密な分析を行うことができる．正規化した

重要度を

€ 

G'h
j
と表記する．この場合，正規化した重要度

€ 

G'h
j
の高い講義ほど職種との関連性が高い講義とする．  

3.3 適職推薦と科目推薦の例 
図１は，職種

€ 

w1に就職したいという学生がシステムを
利用した例である．この学生は，講義

€ 

a3,a8,a9,a11,a13,...
を既に受講している．システムはこの学生に対し，講義

€ 

a7,a17,a23,a26,...を受講することを示唆した． 

図２は，講義

€ 

a3,a7,a8,a9,a11,a13,...を受講している学
生がシステムを利用した例である．システムは，この学生

が受講した講義と職種

€ 

w1,w2,w3,...が関連すると計算した．
また，それぞれの職種に就職するために必要な知識を得る

講義として，職種

€ 

w1に関しては講義

€ 

a17,a23を，職種

€ 

w2
に関しては

€ 

a26を，職種

€ 

w3に関しては講義

€ 

a23,a26,...を推
薦した． 
4. おわりに 
本論文で提案した関連性分析手法は，大学で開講してい

る選択科目講義と学生が就職した職種の関連性を分析する

手法である．本論文で示した計算においては，累積の卒業

者数が増加すると利用するデータ数も増加する．このよう

にデータが多量にある場合，実際に講義推薦／職業調査の

システムを実装した際に，全データを用いた回帰分析を行

うと計算終了まで時間がかかりすぎる．実際の利用を考え

ると計算時間がかかることは現実的ではない．本論文で提

案した手法は，計算の手順上分析にかかる計算時間が短く

てすむ．また，システムの管理者である大学が，詳細に関

連性を分析したい場合や学生に詳細な情報を提供したい場

合は，講義毎に設定されているシラバス記載のキーワード

を用いることで，分析を細かく行うことができる． 
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図２ 職種を調査する際に関連性を計算した結果 
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